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平成30年度当初予算の概要
⃝予算の規模	

平成３０年度の予算規模は、一般会計は１７８億２千万円（前年度対比１４.２％増）となりました。
また、特別会計は6会計の合計が９７億３,４９5万３千円（前年度対比5.８％減）で、すべての予算の合計は

２７5億5,４９5万３千円（前年度対比6.２％増）となりました。

⃝一般会計歳入の概要	
歳入の根幹をなす市税は、固定資産税の減により、市

税全体では前年度対比０.２%減の８０億5,４１９万７千円を見
込んでいます。これは歳入全体の４5.２%になります。

地方交付税は平成２８年度から本市でも影響を受けてい
る普通交付税の合併算定替の段階的縮減幅が拡大される
ことを考慮し、特別交付税を合わせて5億４００万円を見
込んでいます。

市の借金にあたる市債は、全体では３４億７,８９０万円を
予定し、その主なものは、庁舎整備事業債２９億２,０７０万
円であります。

⃝一般会計歳出の概要	
歳出全体では、１４.２%（２２億２,０００万円）の増となりました。
目的別にみると、平成２９年度に着工した新庁舎建設事業

の工事請負費に３０億７,９４９万１千円を計上したことにより、
総務費は８6.０%の増になりました。

また、津波高潮対策として桜保育所屋上への外階段設置
や、駅周辺等への防犯カメラ設置など、引き続き市民の暮
らしの安全・安心のための施策に重点配分しました。

また、歳出を性質別に見ると、義務的経費として、扶助
費（福祉や医療の助成、生活扶助など）２８億７,6３6万１千円、
人件費（職員の給与など）２７億１８０万４千円、公債費（市債の
償還金）１１億４,７４5万８千円で、これらを合計すると6７億
２,56２万３千円となり、全体の３７.８%を占めています。投資
的経費については、新庁舎建設事業の工事請負費の増により
前年度対比９７.９%増の４１億９,１４３万２千円となりました。そ
の他の経費で主なものは、物件費（委託料、臨時職員の賃金
など）２８億９,6３０万１千円、補助費等（各種団体への補助金、負担金など）２１億４９万5千円、繰出金（特別会計へ
の繰出金）１6億７,２３３万３千円、維持補修費（公共施設などに係る維持修繕など）１億6,８７5万３千円となりました。

歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）

目的別歳出の状況（一般会計）

⃝一般会計（歳入） （単位：千円）

区　　　分 本年度予算額 構成比（％） 伸率（％） 前年度予算額 構成比（％） 比較増減

自　　主　　財　　源 ９,８０３,８４３ 55.０ ９７.２ １０,０８７,０１３ 6４.6 △２８３,１７０

市 税 ８,０5４,１９７ ４5.２ ９９.８ ８,０７１,９０5 5１.７ △１７,７０８

繰 入 金 6８１,０6７ ３.８ ７７.２ ８８１,９７5 5.6 △２００,９０８

繰 越 金 5００,０００ ２.８ １００.０ 5００,０００ ３.２ ０

使 用 料 及 び 手 数 料 ３5８,００5 ２.０ １０８.6 ３２９,6２７ ２.１ ２８,３７８

諸 収 入 １９6,０１４ １.１ ８5.6 ２２８,９０８ １.5 △３２,８９４

財 産 収 入 １３,７6８ ０.１ １８.6 ７３,９66 ０.5 △6０,１９８

その他（分担金及び負担金など） ７９２ ０.０ １２5.３ 6３２ ０.０ １6０

依　　存　　財　　源 ８,０１6,１5７ ４5.０ １４5.４ 5,5１２,９８７ ３5.４ ２,5０３,１７０

市 債 ３,４７８,９００ １９.5 ２７１.２ １,２８２,８００ ８.２ ２,１９6,１００

国 庫 支 出 金 １,556,5９７ ８.７ １０5.４ １,４７6,6８７ ９.5 ７９,９１０

県 支 出 金 １,０6２,66０ 6.０ １０７.８ ９８5,７００ 6.３ ７6,９6０

地 方 消 費 税 交 付 金 ８３6,０００ ４.７ １０３.３ ８０９,０００ 5.２ ２７,０００

地 方 交 付 税 5０４,０００ ２.８ １３１.３ ３８４,０００ ２.5 １２０,０００

地 方 譲 与 税 ３２5,０００ １.８ １０２.5 ３１７,０００ ２.０ ８,０００

自 動 車 取 得 税 交 付 金 １１３,０００ ０.6 ９９.１ １１４,０００ ０.７ △１,０００

その他（配当割交付金など） １４０,０００ ０.９ ９７.４ １４３,８００ １.０ △３,８００

歳　入　合　計 １７,８２０,０００ １００.０ １１４.２ １5,6００,０００ １００.０ ２,２２０,０００

⃝一般会計（歳出）目的別 （単位：千円）
款 本年度予算額 構成比（％） 伸率（％） 前年度予算額 構成比（％） 比較増減

民 生 費 6,２65,１７３ ３5.２ １０２.０ 6,１４２,００5 ３９.４ １２３,１6８

総 務 費 ４,6４０,5１４ ２6.１ １８6.０ ２,４９5,5３７ １6.０ ２,１４４,９７７

教 育 費 １,１７４,８6１ 6.6 ９４.6 １,２４１,９6９ ８.０ △6７,１０８

公 債 費 １,１４７,４5８ 6.４ ９6.４ １,１９０,２４３ ７.6 △４２,７８5

衛 生 費 １,１４３,１6７ 6.４ １０３.９ １,１００,３5０ ７.１ ４２,８１７

土 木 費 １,１３８,７２１ 6.４ １００.８ １,１２９,6１２ ７.２ ９,１０９

農 林 水 産 業 費 １,０２７,７４２ 5.８ １０４.１ ９８７,０6３ 6.３ ４０,6７９

消 防 費 ７８４,１6８ ４.４ １０１.８ ７７０,5７6 ４.９ １３,5９２

商 工 費 ２９０,７１１ １.6 ８４.5 ３４４,１４３ ２.２ △5３,４３２

議 会 費 １８４,０１３ １.０ １００.７ １８２,７９２ １.２ １,２２１

そ の 他（ 予 備 費 な ど ） ２３,４７２ ０.１ １４９.４ １5,７１０ ０.１ ７,７6２

歳 　 出 　 合 　 計 １７,８２０,０００ １００.０ １１４.２ １5,6００,０００ １００.０ ２,２２０,０００

⃝特別会計 （単位：千円）
款 本年度予算額 伸率（％） 前年度予算額 比較増減

土 地 取 得 １３ １００.０ １３ ０

国 民 健 康 保 険 ４,２３5,０００ ８5.７ ４,９４１,０００ △７０6,０００

後 期 高 齢 者 医 療 5４８,７１０ １０７.３ 5１１,１７０ ３７,5４０

介 護 保 険（ 保 険 事 業 勘 定 ） ３,１９6,２３０ １０７.5 ２,９７３,０７０ ２２３,１6０

介護保険（サービス事業勘定） ０ 皆減 １１,１８０ △１１,１８０

農 業 集 落 排 水 事 業 ４００,０００ ８９.１ ４４９,０００ △４９,０００

公 共 下 水 道 事 業 １,３55,０００ ９３.３ １,４5２,０００ △９７,０００

歳 　 出 　 合 　 計 ９,７３４,９5３ ９４.２ １０,３３７,４３３ △6０２,４８０
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